
令和２年８月２１日

内閣府（原子力防災担当）

市町村による原子力安全対策に関する研究会
原子力防災に関するサマースクール

１．原子力防災に関する主な法令等

２．緊急事態における防護措置の判断基準

３．内閣府（原子力防災担当）について

４．地域防災計画の充実に向けた取り組み

５．関係道府県への財政的支援

６．原子力防災訓練について
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０ 本日の流れ
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１．原子力防災に関する主な法令等

２．緊急事態における防護措置の判断基準

３．内閣府（原子力防災担当）について

４．地域防災計画の充実に向けた取り組み

５．関係道府県への財政的支援

６．原子力防災訓練について

：防災全般に関する法令・計画等

：原子力防災に関する法令・計画等

：法令により規定

：内容を反映

○自然災害を主とする災害対策の基本、
総合的かつ計画的な防災行政の推進

○防災計画の作成
○防災予防、災害応急対策（市町村・都

道府県が主）、災害復旧

災害対策基本法（災対法）

○事業者の責務・義務の明確化
○国の役割、緊急時の対応の明確化
○原子力災害の特殊性にかんがみた特別の措置

（緊急時応急対策拠点施設：オフサイトセン
ター、原子力防災専門官の設置等）を規定

原子力災害対策特別措置法（原災法）

○防災に関する国の基本的な計画（災害
対策基本法の具体的運用を定めたも
の）
第1２編「原子力災害対策編」

防災基本計画

○原子力防災対策の技術的・専門的事項を規定
（原子力規制委員会決定）

○原子力防災対策の技術的・専門的事項を規定
（原子力規制委員会決定）

原子力災害対策指針

○国の関係省庁、指定公共機関
等の防災に関する計画

防災業務計画

○都道府県、市町村の防災に
関する計画

地域防災計画
○原子力事業者の予防対策、緊

急事態応急対策、事後対策等
に関する計画

原子力事業者防災業務計画

１-１ 原子力防災に関する主な法令及び計画
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１-２ 原子力災害対策特別措置法の概要

国、自治体、事業者の責務の明確化
◆ 責務の明確化
・ 原子力事業者の責務（第３条） ・ 国の責務（第４条） ・ 地方公共団体の責務（第５条）

原子力災害予防活動を規定

◆ 原子力災害対策指針の作成（第６条の２）
◆ 緊急事態応急対策等拠点施設（ＯＦＣ）の指定（第１２条）
◆ 原子力総合防災訓練の実施（第１３条）

◆ 原子力事業者防災業務計画の作成（第７条）
◆ 放射線測定設備の設置（第１１条）
◆ 原子力事業者による防災訓練の実施と結果報告

（第１３条の２）

原子力災害発生時の初動を規定

◆ 原子力防災管理者（原子力事業者）の通報義務等（第１０条）

原子力緊急事態における対応を規定

◆ 原子力緊急事態宣言等
・ 原子力規制委員会による内閣総理大臣への報告と公示及び指示案の提出（第１５条第1項）
・ 内閣総理大臣の公示並びに勧告又は指示（第１５条第2・3項）

緊急事態応急対策等の実施体制

◆ 原子力災害対策本部の設置（第１６条）
◆ 原子力災害現地対策本部の設置（第１７条第９～１４項）
◆ 都道府県災害対策本部及び市町村災害対策本部の設置（第２２条）
◆ 原子力災害合同対策協議会（第２３条） 4

原子力発電所等の周辺における防災活動に関する専門的・技術的事項
として「原子力施設等の防災対策について」(旧指針)
が取りまとめられていた

「『原子力施設等の防災対策について』の見直しに関する考え方に

ついての中間とりまとめ」や、各事故調査委員会等で指摘された問

題点や提言を反映

①住民等の視点に立った防災計画策定、②緊急時の情報提供体制、

③対策の意思決定の明確化、④避難計画や資機材等の事前準備、

⑤複合災害や過酷事象への対策を含む教育・訓練

福島原子力発電所事故が起こり、従来の
防護措置について多くの問題点が浮き彫
りとなった。

１-３ 原子力災害対策指針の策定経緯
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放射性物質の環境放出後のモニタリング値との

照合による必要な防護措置の判断(中長期含む）

事故の不確実性や急速な進展に速やかに

対応するため、施設状態に基づき意思決定

関係機関が緊急事態の時間的な進展に対して

一貫した共通の意思決定戦略を策定

原子力規制委員会「原子力災害対策指針」（令和２年２月５日一部改正） より抜粋・要約

予測システムを用いた防護対策検討

オフサイトセンターで国、自治体、事業者

等多数の関係者が対応を協議

迅速な判断ができないため、急速に進展

する事故では機能しない

予測システムの機能の限界

現行指針

旧指針

緊急時活動レベル(ＥＡＬ)

運用上の介入レベル(ＯＩＬ)

緊急事態管理の時間的推移

検討範囲は原子力施設から半径10km

（EPZ)で十分

影響範囲は10km圏を超え、事故進展で

複数回避難範囲拡大

長期的防護措置規定せず
長期環境汚染影響を考慮した計画的避難

区域等を定める必要が生じた

脅威を評価し、防護措置実施範囲設定
予防的防護措置を準備(PAZ)

緊急時防護措置を準備(UPZ)

教訓
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１-４ 原子力災害対策指針の主なポイント

１-５ 原子力災害対策重点区域

○ＰＡＺ：Precautionary Action Zone
「予防的防護措置を準備する区域」
原子力発電所から概ね半径５ｋｍ圏内。
放射性物質が放出される前の段階から予防的に避難等を行う。

○ＵＰＺ：Urgent Protective action planning Zone
「緊急防護措置を準備する区域」
ＰＡＺの外側の概ね半径３０ｋｍ圏内。
事故が拡大する可能性を踏まえ、屋内退避等を行う。

ＰＡＺ
（概ね半径5km圏）

UPZ
（概ね半径30km圏）
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＜概ね5km圏内＞
(予防的防護措置を準備する区域)

：Precautionary Action Zone

⇒ 急速に進展する事故を想定し、放射性物質が放出され
る前の段階から予防的に避難等を実施する区域

1市1村（柏崎市、刈羽村） 住民数：20,000人

（柏崎市 約15,400人、刈羽村 約4,600人）

１-６柏崎刈羽地域の原子力災害対策重点区域の概要

＜概ね5～30km圏内＞
ＵＰＺ(緊急防護措置を準備する区域)
：Urgent Protective Action Planning Zone

⇒ 事故が拡大する可能性を踏まえ、屋内退避や避難等
を準備する区域

7市1町（柏崎市、長岡市、小千谷市、十日町市、

見附市、燕市、上越市、出雲崎町）

住民数： 約421,800人

かしわざき し

つばめしみつけし

おぢやしながおかし

いずもざきまち

とおかまちし

じょうえつし

かしわざきし かりわむら

出典：国土地理院ホームページ 「地理院地図（電子国土Web）」

（http://cyberjapandata.gsi.go.jp）をもとに内閣府（原子力防災）作成

ＵＰＺ
30km

上越市

十日町市

燕市

刈羽村

柏崎市 小千谷市

ＰＡＺ
5km

出雲崎町

長岡市

見附市

※ 出展：新潟県原子力災害広域避難計画(令和２年３月)
住民数は平成31年4月1日現在

かしわざき かりわ

 新潟県地域防災計画において、原子力災害対策指針に示されている「原子力災害対策重点区域」
として、PAZ内及びUPZ内の対象地区名を明らかにしている。

 柏崎刈羽地域の原子力災害対策重点区域は、PAZ内は柏崎市及び刈羽村、UPZ内は7市1町にま
たがる。

かしわざきかりわ かりわむらかしわざきし
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プラントの状況に基づく判断
（緊急時活動レベル：EAL）

防護措置
避難、安定ヨウ素剤の予防服用…

空間放射線量率に基づく判断
（運用上の介入レベル：OIL）

防護措置
避難、一時移転、 飲食物摂取制限…

事態の進展

放射性物質
の放出

EAL OIL

防護措置

２-１ 緊急事態における防護措置の判断基準①
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警戒事態 施設敷地緊急事態 全面緊急事態
事故
発生

緊急事態区分に該当する状況であるか否かを判断するための基準

＊深層防護を構成する各層設備の状態
＊放射性物質の閉じ込め機能の状態
＊外的事象の発生等の原子力施設の状態

各原子力施設に固有の特性に
応じて基準を設定

準備 対応 復旧

準備段階 初期対応段階 中期対応段階 復旧段階

計画 事故発生/ 初期対応 危機管理 影響管理 復旧へ移行 復旧/長期の復帰活動

緊急時活動レベル( EAL: Emergency Action Level )

緊急事態区分
初期対応段階において適切に防護措置を
実施するために以下の３区分を設定

初期対応段階における防護措置の考え方（EAL)

２-１ 緊急事態における防護措置の判断基準②
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緊急事態区分 警戒事態 施設敷地緊急事態 全面緊急事態

防護措置
の概要

 PAZ内防護措置の準
備着手

 情報収集の実施
 緊急時モニタリング

の準備
 災害時要配慮者の防

護措置の準備を開始
 原子力事業者からの

通報
 事態発生の情報提供

 PAZ内の全住民の避難
等予防的防護措置の準
備

 原子力事業者からの通
報

 事態発生の情報提供
 緊急時モニタリングの

実施と情報収集体制の
強化

 災害時要配慮者の避難
を開始

 UPZ内の住民の屋内退
避の準備

 PAZ内の全住民の避
難、安定ヨウ素剤の
服用等、予防的防護
措置の実施

 UPZ内の住民の屋内
退避を開始

 原子力事業者からの
通報

 事態発生の情報提供

緊急時活動レベル
（EAL: Emergency 

Action Level）

地震(震度6弱)等の自然
災害や原子力規制庁が
警戒を必要と認める原
子炉施設の重要な故障
等が発生した場合

原子炉冷却材の漏洩や全
交流電源喪失等、原災法
10条の通報すべき基準に
達した場合

原子炉を停止するすべて
の機能の喪失や原子炉を
冷却するすべての機能の
喪失等、原災法15条の
原子力緊急事態宣言の基
準に達した場合

２-１ 緊急事態における防護措置の判断基準③

緊急事態各区分における防護措置の概要

12

13

２-１ 緊急事態における防護措置の判断基準④

放射性物質放出後の防護措置の実施を判断するための基準

運用上の介入レベル
( OIL: Operational Intervention Level )

計測可能な値を基準値として設定
＊空間放射線量率
＊環境試料中の放射性物質の濃度 等

＊緊急時モニタリング
＊体表面汚染スクリーニング 等

緊急
防護措置

早期
防護措置

飲食物
摂取制限

準備 対応 復旧

準備段階 初期対応段階 中期対応段階 復旧段階

計画 事故発生/ 初期対応 危機管理 影響管理 復旧へ移行 復旧/長期の復帰活動

警戒事態 施設敷地緊急事態 全面緊急事態
事故
発生

初期対応段階における防護措置の考え方（OIL)
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基準の種類 基準の概要 初期設定値 防護措置の概要

緊
急
防
護
措
置

OIL1

地表面からの放射線、再浮遊した
放射性物質の吸入、不注意な経口
摂取による被ばく影響を防止する
ため、住民等を数時間内に避難や
屋内退避等させるための基準

500μＳｖ/h
数時間内に区域を
特定し、避難等を
実施

OIL4
不注意な経口摂取、皮膚汚染から
の外部被ばくを防止するため、除
染を講じるための基準

β線：40,000cpm 避難者のスクリー
ニング、除染β線：13,000cpm【１ヶ月後】

早
期
防
護
措
置

OIL2

地表面からの放射線、再浮遊した
放射性物質の吸入、不注意な経口
摂取による被ばく影響を防止する
ため、地域生産物の摂取を制限す
るとともに、住民等を1週間程度
内に一時移転させるための基準

20μＳｖ/h
（地上１ｍで計測した場合の空間線量）

生産物の摂取制限、
１週間程度内に一
時移転

飲
食
物
摂
取
制
限

飲食物の
スクリーニ

ング基準

OIL6による飲食物の摂取制限を
判断する準備として、飲食物中の
放射性核種濃度測定を実施すべき
地域を特定する際の基準

0.5μＳｖ/h
（地上１ｍで計測した場合の空間線量）

数日内に飲食物中
の放射性核種濃度
の測定区域を特定

OIL6
経口摂取による被ばく影響を防止
するため、飲食物の摂取を制限す
る際の基準

核種
飲料水

牛乳・乳製品
野菜類、穀類、
肉、卵、魚、他

基準を超えるもの
は摂取制限

ヨウ素 300Bq/kg 2,000Bq/kg

セシウム 200Bq/kg 500Bq/kg

プルトニウム、
超U元素α核種

1Bq/kg 10Bq/kg

U 20Bq/kg 100Bq/kg
14

２-１ 緊急事態における防護措置の判断基準⑤

運用上の介入レベル（OIL）と防護措置

原子力事業所
（ﾌﾟﾗﾝﾄの事故収束）

原子力発電所外
（住民の防護）

≪合同対策協議会≫

≪オフサイト対応≫

事業者の
監督・支援等

原子力事業所
災害対策
支援拠点

(例．Jｳﾞｨﾚｯｼﾞ)

自衛隊等

原子力施設
事態即応ｾﾝﾀｰ
(原子力事業者本店）

規制庁職員

【 現 地 】

現地対策本部
（オフサイトセンター）

本部長：内閣府副大臣
（又は大臣政務官）

内閣府大臣官房審議官等

関係府省

自治体
調整

住民の避難指示・支援等

連携

調整

連携

調整
・連携

原子力災害対策本部
本部長 :内閣総理大臣
副本部長:官房長官、環境大臣、内閣府特命担当大臣（原子

力防災担当）、規制委員会委員長 等
本部員 :全ての国務大臣、内閣府副大臣・政務官、内閣危機管理監等

原災本部事務局 官邸ﾁｰﾑ

原災本部事務局 ＥＲＣチーム

規制庁審議官
内閣府・規制庁等主要職員 等

※必要に応じ、状況報告

内閣府政策統括官（事務局長）、
内閣府・規制庁等主要職員 等

原子力規制委員会

専門的・
技術的知見

≪オンサイト対応≫

【 中 央 】 ≪官邸≫

≪規制庁内ＥＲＣ≫

２-２ 原子力緊急事態時の危機管理体制
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１．原子力防災に関する主な法令等

２．緊急事態における防護措置の判断基準

３．内閣府（原子力防災担当）について

４．地域防災計画の充実に向けた取り組み

５．関係道府県への財政的支援

６．原子力防災訓練について

３-１ 内閣府(原子力防災担当)の体制

内閣府（原子力防災担当）の組織は平成２６年１０月１４日に発足

内閣府 特命担当大臣（原子力防災）

内閣府 副大臣（原子力防災）

政策統括官(原子力防災担当) 

参事官(地域防災担当) 

参事官(総合調整・訓練担当)

大臣官房審議官

内閣府 政策統括官
（原子力防災担当）

職員：約 70人

参事官(企画・国際担当）

内閣府 大臣政務官（原子力防災）
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参事官(総括担当) 

※令和元年７月１日組織改編後



自治体の原子力防災計画、避難計画作成等の全面的な支援

→ 原子力発電所がある13地域に「地域原子力防災協議会」を設置。
国と関係自治体等が緊密に連携し、計画の策定・充実強化の取組を実施中。

１．地域防災計画の充実に向けた対応

２．関係道府県への財政的支援

放射線防護のための対策等について必要な財政的支援を実施
→ 原子力発電施設等緊急時安全対策交付金（内閣府予算）

自治体が行う防災活動に必要な資機材（放射線測定器、防護服等）の整備 等

→ 原子力災害対策施設整備費補助金（内閣府予算）
即時避難が困難な病院等の要配慮者や住民等が屋内退避するための施設等の放射線防護対策事業 等

３-２ 内閣府（原子力防災担当）の業務

原子力災害対策特別措置法に基づき、国、地方自治体、原子力事業者
が合同で、原子力総合防災訓練を実施

→ H28年度：泊発電所（北海道）、 H29年度：玄海発電所（佐賀県）、

H30年度：大飯発電所・高浜発電所（福井県）、H31年度：島根発電所（島根県）

３．原子力総合防災訓練の実施、道府県訓練の支援、防災業務関係者への研修

自治体が行う原子力防災訓練を支援

自治体職員、民間事業者等の防災業務関係者への研修を実施 18

19

１．原子力防災に関する主な法令等

２．緊急事態における防護措置の判断基準

３．内閣府（原子力防災担当）について

４．地域防災計画の充実に向けた取り組み

５．関係道府県への財政的支援

６．原子力防災訓練について



地域原子力防災協議会＜国＞

原子力規制委員会

原子力災害対策に関する専門
的・技術的事項を規定

※原子力災害対策特別措置法

原子力災害対策指針

＜県・市町村＞
県防災会議・

市町村防災会議

地域防災計画・避難計画

原子力災害対策指針、防災
基本計画に基づき、地域の
実情に精通した関係自治体
が作成

※災害対策基本法
原子力災害対策特別措置法

 原発が立地する１３の地域
ごとに、内閣府が設置

 内閣府、規制庁を始めとし
た国の全ての関係省庁と、
計画を策定する関係自治
体等が参加

 各自治体の避難計画を含
む当該地域の「緊急時対応
」を取りまとめ、原子力災害
対策指針等に照らして具体
的かつ合理的であることを
確認

※災害対策基本法に基づく防災基本計画

中央防災会議

防災基本計画

国、自治体、電力事業者等がそ
れぞれ実施すべき事項を規定

※災害対策基本法

原子力防災会議
※原子力基本法

• 全閣僚と原子力規
制委員長等で構成
（議長：総理）

• 地域の避難計画を
含む「緊急時対応」
が原子力災害対策
指針等に照らして具
体的かつ合理的とな
っていることについ
て、国として了承

＜国による自治体支援の具体的内容＞
• 計画策定当初から政府がきめ細かく関与し、要配慮者を含め、避難先、避難手段、避難経路等の確保
等、地域が抱える課題をともに解決するなど、国が前面に立って自治体をしっかりと支援

• 緊急時に必要となる資機材等については、国の交付金等により支援
• 関係する民間団体への協力要請など、全国レベルでの支援も実施
• 一旦策定した計画についても、確認・支援を継続して行い、訓練の結果等も踏まえ、引き続き改善強化

報告
・

了承

事務局

支援 支援
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４-１地域防災計画・避難計画の策定と支援体制

内閣府
（原子力防災担当）
国による自治体支援の実施

防護設備、資機材等への財政的支援

１．要配慮者の安全な避難
◆避難の実施に時間がかかり、特別の移動手段や避難先が必要となる要配慮者（病院の入院患者、社会
福祉施設の入所者、在宅の傷病者など）の安全な避難の確保が課題。特に、即時避難が求められる５
km圏内については、地域毎に具体的対策の立案が急務。

◆要配慮者施設の放射線防護対策工事は対応策の中核。移動手段としての福祉車両確保も重要。

２．移動手段（バス）の確保
◆地域のバス会社の応援を得る等により、避難の足となる車両の確保が急務。

３．複合災害時の避難
◆地震、津波、大雪、大雨時における避難所、避難用車両、避難経路の確保が課題。

４．安定ヨウ素剤の事前配布
◆５km圏住民に事前配布するとされている安定ヨウ素剤について、配布率のさらなる向上と、配布に
伴い自治体が負う実務のさらなる軽減。

５．避難受入れ自治体による「受入れ体制」の整備
◆30km圏外にある避難受入れ側自治体の体制整備についての指摘あり。連絡や避難所立ち上げ等の
防災訓練の実施、自治体職員や住民への研修・広報が必要。

６．避難退域時検査（スクリーニング）・除染実施体制の整備
◆避難住民を円滑に避難退域時検査する体制の整備（資機材整備、要員確保、場所選定）が必要。
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４-２ 計画策定に際しての共通課題



東通地域

女川地域

東海地域

浜岡地域

志賀地域

島根地域

川内地域

福島地域

 これまで、各地域ごとに設置された地域原子力防災協議会において、川内地域、伊方地域、高浜地域、泊地
域、玄海地域、大飯地域、女川地域の「緊急時対応」を取りまとめた（６地域７ヵ所）。今後も、各地域の訓練
結果から教訓事項を抽出し、「緊急時対応」のさらなる充実・強化に取り組む。

 他の地域についても今後さらに自治体との連携を強化し、「緊急時対応」の取りまとめを加速していく。

柏崎刈羽地域

泊地域

・・・「緊急時対応」が取りまとめられた地域

赤字 ・・・地域原子力防災協議会の開催年月
（青字）・・・原子力防災会議の開催年月

平成28年9月
（平成28年10月）
平成29年12月改定

平成27年8月（平成27年10月）
平成31年2月改定

玄海地域

平成27年12月
（平成27年12月）
令和2年7月改定

伊方地域

高浜地域 大飯地域 敦賀地域美浜地域

福井エリア

平成28年11月
（平成28年12月）
平成31年1月改定

平成29年10月
（平成29年10月）
令和2年7月改定

平成26年9月
（平成26年9月）
平成30年3月改定

４-３「緊急時対応」の取りまとめ状況

※令和２年８月現在

令和2年3月
（令和2年6月）
令和2年6月改定
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４-３ 柏崎刈羽地域における会議体

柏崎刈羽地域原子力防災協議会作業部会

会議体

○メンバー

新潟県、柏崎市、刈羽村、陸上自衛隊、海上保安庁、
経済産業省、原子力規制庁、内閣府（原子力防災担当）
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○オブザーバー

長岡市、小千谷市、十日町市、見附市、燕市、
上越市、出雲崎町、東京電力ホールディングス(株)

【活動状況】

平成27年６月 第１回作業部会（部会設置）
（平成28年度～令和元年度にかけ計７回の作業部会を開催）

令和２年７月 第９回作業部会を開催



４-４ 原子力災害時における国の対応体制

柏崎刈羽オフサイトセンター（柏崎市）

住民

関係市町村

防護措置の指示
住民広報
避難誘導 等

緊急時モニタリングセンター

関係
市町村
連絡員

・異常事態の通報義務
・要員派遣

緊急事態応急対策活動

原子力災害現地対策本部
本部長：内閣府副大臣
関係省庁要員が緊急時に参集

原子力災害対策本部
本部長：内閣総理大臣

副本部長：内閣官房長官、原子力防災担当大臣、
原子力規制委員会委員長 他

合同対策協議会により、必要な情報共有と応急対策を実施

新潟県
災害対策本部

被災者の
救援等の支援

・住民広報や避難計
画に基づき避難・
屋内退避等を実施

○実動組織（警察、消防、海上保安庁、自衛隊）
○指定公共機関（量子科学技術研究開発機構、日本原子力研究開発機構等）

新潟県
現地本部

合同対策協議会
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要請

原子力事業者

４-５ 自然災害などの複合災害で想定される実動組織の活動例

現地派遣要員の輸送車両の先導
避難住民の誘導・交通規制
避難指示の伝達
避難指示区域への立ち入り制限等

警察組織

避難行動要支援者の搬送の支援
傷病者の搬送
避難指示の伝達

消防組織

巡視船艇による住民避難の支援
緊急時モニタリング支援
漁船等への避難指示の伝達
海上における警戒活動

海上保安庁

緊急時モニタリング支援
被害状況の把握
避難の援助
人員及び物資の緊急輸送
緊急時の避難退域時検査及び簡易除染
人命救助のための通行不能道路の啓開作業

防衛省

 新潟県と関係市町村との調整を踏まえ、必要に応じ広域応援を実施。
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１．原子力防災に関する主な法令等

２．緊急事態における防護措置の判断基準

３．内閣府（原子力防災担当）について

４．地域防災計画の充実に向けた取り組み

５．関係道府県への財政的支援

６．原子力防災訓練について

 原子力災害対策指針等に基づき、原子力発電施設等の周辺地域住民に係る原子力防災対策を強
化する必要があり、本事業の柱となる以下の４事業により、立地道府県等が行う原子力防災対策を
支援。

① 緊急時連絡網整備等事業 ・・・立地道府県等と国を結ぶ緊急時連絡網等の維持管理に要する費用の支援。

② 防災活動資機材等整備事業 ・・・緊急時における住民の安全を確保するための施設や、防災業務従事者の安全を確保する
ための物品の整備、原子力災害医療に用いる施設及び物品、原子力施設等の警備のため
の施設及び物品の整備に係る事業

③ 緊急時対策調査・普及等事業 ・・・緊急時における住民の安全の確保に関する調査、知識の普及等に係る事業

④ 緊急事態応急対策等拠点施設整備事業 ・・・緊急事態応急対策等拠点施設に係る整備・維持事業

原子力発電施設等緊急時安全対策交付金のイメージ

５-１ 原子力発電施設等緊急時安全対策交付金

④ 緊急事態応急対策等
拠点施設整備事業

オフサイトセンターの整備または
維持に係るもの（維持管理費・設
備費等）

③ 緊急時対策調査・普及
等事業

① 緊急時連絡網整備等
事業

② 防災活動資機材等
整備事業

通信機器

安定ヨウ素剤

防護服等

放射線測定器

防災業務に従事する者の知識の修得の
ための研修参加、講習会開催

原子力災害医
療体制の整備

統合原子力防災
ネットワーク

通信料

放射線量情報等
情報通信設備

原子力防災体制の充実・強化

緊急時における住民の安全の確保に関
する調査に係る事業

地域防災計画に定める防災訓練の実施

代替オフサイトセンターの維持に
係るもの（維持管理費等）
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 原子力緊急事態に備え、住民等の円滑な避難又は一時移転を確保するため、交通誘導対策等の
強化や避難経路上の改善を行う等により、原子力防災対策の一層の充実・強化を図ることを目的に、
原子力災害時における住民等の避難をより円滑に行うための取組み等について補助金を交付。

 令和２年度は新潟県、宮城県、佐賀県、長崎県の４事業を採択。

道路の一部拡幅

モデル事業のイメージ

法面保護イメージ

法面保護

待避所の設置

待避所の設置工事イメージ

視線誘導票
避 難 経 路 上 の 改 善

交 通 誘 導 対 策 の 強 化

エリアメールの活用

５-２ 原子力災害時避難円滑化モデル実証事業
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１．原子力防災に関する主な法令等

２．緊急事態における防護措置の判断基準

３．内閣府（原子力防災担当）について

４．地域防災計画の充実に向けた取り組み

５．関係道府県への財政的支援

６．原子力防災訓練について



○原子力防災訓練には、原子力災害対策特別措置法に基づき国が主導的に実施する「原子力総合防
災訓練」と、災害対策基本法に基づき道府県が主体となる原子力防災訓練がある（その他、原子力
事業者等が実施する訓練も存在）。

○原子力規制委員会が定める原子力災害対策指針（平成２４年１０月３１日原子力規制委員会決定）に
おいては、原子力災害対策に関する教育及び訓練を行うことが重要であるとして、防災対策の充実・
強化のための重要な手段として訓練を位置付けている。

○また、訓練を通じて、防災計画、施設・設備・機器の機能、対策の準備状況、対応者の判断能力等の
全体的な実効性を確認するとともに防災体制の改善を図ること、防災体制に関しては、複合災害や広
域汚染・長期放出状況においても機能し得るよう整備することが重要であるとしている。

６-１ 原子力防災訓練とは

＜道府県が主体となる訓練の基本的な指針＞
（内閣府（原子力防災担当）作成[令和2年3月改正]）

＜原子力防災訓練（イメージ）＞
＜ＥＲＣ訓練の様子＞

＜住民避難訓練の様子＞

30

○ 直近５カ年の原子力総合防災訓練の実施状況
【平成27年11月】

四国電力（株）伊方発電所
【平成28年11月、平成29年２月】

北海道電力（株）泊発電所
【平成29年９月】

九州電力（株）玄海発電所
【平成30年８月】

関西電力（株）大飯発電所及び高浜発電所
【令和元年11月】

中国電力（株）島根発電所

原子力総合防災訓練は、原子力災害発生時の対応体制を検証することを目的とし
て、原子力災害対策特別措置法に基づき、原子力緊急事態を想定して、国、地方
公共団体、原子力事業者等が合同で実施する訓練（平成１２年度より実施）

【訓練の位置付け・目的】
原子力災害対策特別措置法第13条第１項に
基づく防災訓練

【参加機関】
政府機関、地方公共団体、原子力事業者、指
定公共機関等

＜住民の避難に係る訓練＞

＜現地災害対策本部等運営の訓練＞

６-２ 原子力総合防災訓練とは

＜第1回現地事故対策連絡会議（関係者との情報共有）の様子＞

＜住民の避難訓練の様子＞
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１ 訓練の位置付け及び目的
【原子力災害対策特別措置法第１３条第１項に基づく
防災訓練】
①国、地方公共団体、原子力事業者における防災

体制の実効性の確認
②原子力緊急事態における中央と現地の体制や

マニュアル に定められた手順の確認
③「島根地域の緊急時対応」策定に向けた避難

計画の検証
④訓練結果を踏まえた教訓事項の抽出、緊急時

対応等の改善
⑤原子力災害対策に係る要員の技能の習熟及び

原子力防災に関する住民理解の促進

２ 実施時期
令和元年１１月８日（金）～１０日（日）

３ 訓練の対象となる原子力事業所
中国電力株式会社 島根原子力発電所

４ 参加機関等
政府機関：内閣官房、内閣府、原子力規制委員会ほか関係省庁
地方公共団体：島根県、鳥取県、岡山県、広島県、松江市、出雲市、安来市、雲南市、大田市、奥出雲町、米子市、

境港市、大山町、倉敷市、広島市
事業者：中国電力株式会社
関係機関：量子科学技術研究開発機構、日本原子力研究開発機構 等
（208機関、約7,780人が参加）

※PAZ（予防的防護措置を準備する区域）：Precautionary  Action Zone
※UPZ（緊急防護措置を準備する区域）：Urgent Protective Action Planning Zone

６-３ 令和元年度原子力総合防災訓練の概要①

島根緊急時対応(案)から抜粋。
使用の可否を確認中
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５ 訓練内容
島根原子力発電所２号機において、島根県東部を震源とした地震により外部電源喪失。後に、非常用炉心冷却装
置による原子炉への注水を実施するも、非常用炉心冷却装置等にも設備故障等が発生。
同装置等による原子炉への全ての注水が不能となり、全面緊急事態となった場合を想定。

①迅速な初動体制の確立訓練
○ 国、地方公共団体及び原子力事業者において、それぞれの初動体制の確立に向け、

要員参集及び現状把握。
○ テレビ会議システム等を活用し、関係機関相互の情報共有。
○ 内閣府副大臣（原子力防災担当）、国職員及び専門家を、緊急事態応急対策等拠

施設（以下「ＯＦＣ」。）、原子力施設事態即応センター（中国電力(株)本社）等に派遣。

②中央と現地組織の連携による防護措置の実施方針等に係る意思決定訓練
○ 首相官邸、原子力規制庁緊急時対応センター（以下「ＥＲＣ」。）、ＯＦＣ、島根県庁、

鳥取県庁等の各拠点において、緊急時の対応体制を確立。
複合災害の発生を想定し、中央本部において両本部の合同会議を開催し、現地組
織も含めた情報共有、意思決定、指示・調整を一元的に実施。

○ 防護措置の実施方針等の立案及び意思決定を行い、決定内容に基づき、対象の
地方公共団体へ指示等を実施。

③県内外への住民避難、屋内退避等の実動訓練
○ 施設敷地緊急事態及び全面緊急事態を受けて、PAZ内の住民の県内避難を実施。
○ UPZ内の住民について屋内退避を実施。屋内退避の意義等の理解促進を図る。
○ 緊急時モニタリング実施計画に基づき、緊急時モニタリングを実施。
○ ＯＩＬ２の基準を超過したことに伴い、ＵＰＺ内の一部地域の住民について、安定ヨウ

素剤の緊急配布、県内外への一時移転、避難退域時検査等を実施。

６-３ 令和元年度原子力総合防災訓練の概要②
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【実施時期】
令和２年２月 ６日（木） 9:00～16:00 意思決定訓練

２月13日（木） 9:00～16:00 実動訓練
【参加機関】

関係自治体、国、自衛隊、海上保安庁、
北海道警察、消防機関、北海道電力ほか
（防災関係機関等 379機関（防災業務関係者 4,391人））

【訓練想定】
後志地方で雪崩等の雪害が発生する中、北海道電力株式会社

泊発電所３号機において、定格熱出力一定運転中、原子炉冷却
材漏えいが発生し、原子炉を手動停止。

その後、非常用炉心冷却設備が作動するが、何らかの設備故障
等により同設備による原子炉への全ての注水が不能となり、全面
緊急事態となる。さらに事態が進展し、放射性物質の放出に至る。

【訓練内容（重点活動項目）】
・緊急事態応急対策等拠点施設（OFC）運営訓練
・住民避難訓練
・緊急時環境放射線モニタリング訓練
・原子力災害医療活動訓練
※ ＯＦＣにおける会議の設定時間、会議の発話の内容、会議資料の作成を含め、

ブラインド方式により実施。

北海道では令和２年２月に原子力防災訓練が実施。
OFCを中心とした意思決定訓練と、住民避難を中心とした実動訓練がそれぞれ

実施され、防災関係機関が協力して原子力防災対策を円滑に実施できるよう、関
係機関の連携、防災業務関係者の防災技術の向上を図るとともに、地域住民の防
災意識の高揚や、防災対策に関する理解促進を図った。

＜住民避難の様子＞

＜合同対策協議会の様子＞

６-４ 北海道原子力防災訓練について(事例紹介)

出典：令和元年度（2019 年度）北海道原子力防災訓練実施結果報告書

＜ドローンを用いた情報収集＞

＜機能班の訓練の様子＞
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６-５ 令和元年度原子力総合防災訓練の様子

http://wwwc.cao.go.jp/lib_016/r1sougou_jpn.html
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